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★再生可能エネルギー2022(Renewables 2022)の概要 ～分析と 2027 年までの予測～ 

 

 
出典 https://www.iea.org/reports/renewables-2022 
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要 約 
「Renewables 2022：再⽣可能エネルギー2022」は、現在の政策と市場動向に基づいて、
IEA がこの分野に関する基本的な分析を⾏ったものである。電⼒、輸送、熱における再⽣
可能エネルギー技術の 2027 年までの展開を予測すると同時に、この産業にとっての主要
な課題を探り、より迅速に成⻑するための障壁を明らかにしている。 
 
現在の世界的なエネルギー危機は、再⽣可能エネルギーに新たな参⼊機会と課題をもたら
している。「再⽣可能エネルギー2022」は、エネルギー危機に対応して導⼊された新政策
について分析した結果をまとめている。今年の報告書は、最近のエネルギー価格の⾼騰と
エネルギー安全保障の課題を背景に置きながら、現在の政策と市場の動向をフレームワー
ク化している。 
 
「Renewables 2022」では、詳細な市場分析と予測に加え、欧州連合（EU）が最近提案し
たより挑戦的な再⽣可能エネルギー⽬標、偶発的に⽣じた利益の問題、太陽光発電装置製
造の多様化、⽔素製造のための再⽣可能エネルギー⽣産能⼒、バイオ燃料産業における原
料不⾜の可能性とそれを回避するための実⾏可能な⽅法など、この分野の主要な進展と動
向についても検証している。  
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概 要                   重要と思われる部分は下線を付した 
 

エネルギー安全保障への懸念と新たな政策により、IEA の再⽣可能エネルギ
ー発電量の予測が過去最⼤の上⽅修正へ 
 
ロシアのウクライナ侵攻に端を発した、まさに世界的なエネルギー危機は、再⽣可能エネ
ルギーにかつてない勢いをもたらした。化⽯燃料供給の途絶は、国内で発電された再⽣可
能エネルギーのエネルギー安全保障上の利点を浮き彫りにし、多くの国々が再⽣可能エネ
ルギーを⽀援する政策の強化へと導いた。⼀⽅、世界的な化⽯燃料価格の上昇は、他の燃
料に対して太陽光発電と⾵⼒発電の競争⼒を向上させた。 
 
今後 5 年間の再⽣可能エネルギー容量の拡⼤は、わずか 1 年前の予想よりもはるかに速く
なるだろう。2022 年から 2027 年にかけて、⾃然エネルギーはほぼ 2,400GW 増加すると
予測され、これは現在の中国の全設備容量に匹敵する。これは、過去 5 年間で 85％加速し
ており、昨年のレポートでの予測よりも 30％近く⾼く、過去最⼤の上⽅修正となる。予測
期間中、世界の電⼒容量拡⼤の 90％以上を再⽣可能エネルギーが占めると予想される。今
回の上⽅修正の主な要因は、中国、EU、⽶国、インドである。これらの国は、既存の政策
や規制・市場改⾰を実施する⼀⽅で、エネルギー危機への対応として新たな政策を予想以
上に迅速に導⼊している。中国の第 14 次 5 ヵ年計画と市場改⾰、EU のリパワー計画、⽶
国のインフレ抑制法が、今回の予測上⽅修正の主な要因である。 

 
再⽣可能エネルギーは 2027 年にかけ世界の電⼒構成を変え、最⼤の電⼒源に
なる 
 
再⽣可能エネルギーは、2025 年初頭には⽯炭を抜いて世界最⼤の電⼒源となる。電⼒構成
に占める再⽣可能エネルギーの割合は、予測期間中に 10％ポイント増加し、2027 年には
38％に達すると予測される。再⽣可能エネルギーは、⽯炭、天然ガス、原⼦⼒、⽯油発電
のシェアが低下する中で、唯⼀シェアが拡⼤すると予想される電⼒源である。⾵⼒と太陽
光発電による電⼒は、今後 5 年間で 2 倍以上になり、2027 年には世界の発電量のほぼ
20％を供給する。これらの変換技術は、予測期間中の世界の再⽣可能エネルギー発電の増
加分の 80％を占めるが、電⼒系統の柔軟性を確保するために付加的な資源が必要である。
⼀⽅、⽔⼒発電、バイオエネルギー、地熱発電、集光型太陽光発電を含む発送電可能な再
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⽣可能エネルギーは、⾵⼒発電と太陽光発電を世界の電⼒システムに統合する上で重要な
役割を果たすにもかかわらず、その成⻑は限定的なままである。 
 
太陽光発電の設備容量は 2027 年までに⽯炭⽕⼒発電を上回り、世界最⼤となる。我々の
予測では、太陽光発電の累積発電容量はほぼ 3 倍となり、期間中ほぼ 150 万 kW 増加し、
2026 年には天然ガスを、2027 年には⽯炭を上回る。太陽光発電の年間設備容量は今後 5

年間、毎年増加する。現在、商品価格⾼騰により投資コストが上昇しているにもかかわら
ず、世界の⼤半の国々では、実⽤規模の太陽光発電が最も低コストの新規発電の選択肢と
なっている。また、ビルの屋上などの分散型太陽光発電も、電⼒⼩売価格の上昇と消費者
のエネルギー料⾦節約のための政策的⽀援の⾼まりにより、成⻑が加速している。 
 
世界の⾵⼒発電容量はほぼ倍増し、増加分の 5 分の 1 を洋上プロジェクトが占める。2022

〜27 年にかけて、570GW 以上の陸上⾵⼒発電容量が新たに稼働すると予測される。しか
し、陸上⾵⼒発電の増設は、許認可⼿続きに時間がかかり、送電網インフラの改善が進ま
ないため、予測期間終了までに 2020 年に記録した年間記録を更新するにとどまるだろう。
洋上⾵⼒発電の成⻑は世界的に加速するが、中国の地⽅政策がより迅速な拡張を⽀援し、
⽶国が予測期間末には巨⼤市場になるため、洋上⾵⼒発電設備容量に占める欧州のシェア
は 2021 年の 50％から 2027 年には 30％に低下する。 
 

政策の改善により、2050 年までにネット・ゼロまでのギャップを
縮めることができる  
 
我々が検討した加速ケースによれば、各国が政策、規制、許認可、資⾦調達の課題に対処
すれば、世界の再⽣可能エネルギー量は、主要予測と⽐べてさらに 25％拡⼤する可能性が
ある。先進国の⼤半は、特に許認可と送電網インフラの拡充に関連する実⾏上の課題に直
⾯している。新興経済国では、政策と規制の不確実性が、再⽣可能エネルギー拡⼤を加速
させる⼤きな障壁となっている。最後に発展途上国に関する本予測では、脆弱な送電網イ
ンフラと⼿頃な融資へのアクセス不⾜が、プロジェクトのタイムリーな試⾏を妨げている。
各国がこれらの課題に対処すれば、世界の再⽣可能エネルギー量は約 3,000GW 拡⼤する
可能性がある。この迅速な増加により、2050 年までにネット・ゼロ・エミッションを達成
するために必要な再⽣可能エネルギーの増加とのギャップを⼤幅に縮めるだろう。 
 

ロシアのウクライナ侵攻は欧州の再⽣可能エネルギーにとって転機
となっている  
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戦争は欧州のクリーンエネルギー移⾏を促進している。エネルギー危機は、EU がすでに
Fit for 55 パッケージの下で挑戦的な再⽣可能エネルギー⽬標を議論している最中に発⽣し
た。ロシアが 2022 年 2 ⽉にウクライナに侵攻した後、エネルギー安全保障が再⽣可能エ
ネルギーの導⼊を加速させる強⼒な動機としてさらに浮上した。EU レベルでは、欧州委
員会が 2022 年 5 ⽉に発表した REPowerEU 計画では、2027 年までに EU のロシア産化⽯
燃料への依存を終わらせることを提案している。他の⽬標としては、最終エネルギー消費
に占める再⽣可能エネルギーの割合を 2030 年までに 45%に引き上げることを⽬標として
いる。 
 
エネルギー安全保障への懸念が気候変動への挑戦に拍⾞をかける中、欧州の再⽣可能エネ
ルギーによる電⼒は 2022 年から 2027 年にかけて倍増する。多くの欧州諸国が、挑戦をさ
らに⾼めるための⾏動計画を可決または提案し、政策⽀援を強化し、⾮財務的課題に対処
した。EU の成⻑率⾒通しは、ドイツ（50％増）とスペイン（60％増）を筆頭に、昨年の
レポートから⼤幅に上⽅修正（30％増）された。ドイツは再⽣可能エネルギー電⼒の⽬標
を引き上げ、オークションの⼊札量を増やし、分散型太陽光発電に対する報酬を改善する
⼀⽅、許認可にかかる期間を短縮した。スペインは、太陽光発電と⾵⼒発電所の許認可を
合理化し、新しい再⽣可能エネルギープロジェクトのための送電網容量を増やした。 
 
運輸部⾨と暖房部⾨における再⽣可能エネルギーの伸び悩みが、EU における再⽣可能エ
ネルギー普及の⾜かせとなっている。我々の主なケースでは、輸送エネルギー需要に占め
る再⽣可能エネルギーの割合は、2020 年の 9%から 2027 年には 15%に拡⼤するが、これ
は EU の 2030 年の⽬標には達していない。電気⾃動⾞やバイオ燃料の需要が拡⼤する⼀
⽅で、再⽣可能エネルギー⽐率を⾼めるための国や EU レベルのインセンティブは、ほと
んどのケースで実施されていない。冷暖房については、REPowerEU 計画の⽬標に沿うた
めには、再⽣可能エネルギー⽐率は、過去および予測の年間増加率のほぼ 4 倍にする必要
がある。 
 
政策の改善により、⾃然エネルギーの拡⼤を劇的に増加させ、EU を REPowerEU の⽬標
に沿わせることができる。我々の主な予測は、すべての分野において REPowerEU 計画の
モデル化された⽬標を下回っている。電⼒については、2030 年までに再⽣可能エネルギー
による発電量を 69％にするために必要な設備容量を達成するためには、年間平均純増数を
太陽光発電で 30％、⾵⼒発電で 2 倍以上増やす必要がある。⾵⼒発電と太陽光発電の普及
をさらに加速させるには、EU 加盟国が許認可のスケジュールを短縮し、明確なスケジュ
ールで競売制度を延⻑し、再⽣可能エネルギーのコスト上昇とエネルギー安全保障上の利
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点を反映した競売を再設計し、分散型太陽光発電に対するインセンティブ制度を改善する
必要がある。EU 各国政府がこれらの変更を迅速に実施した場合、加速ケースでは、成⻑
率が 30%上昇し、EU はより挑戦的な REPowerEU のモデル⽬標の達成に向けて前進する
ことになる。輸送に関しては、各国はバイオ燃料と EV の両⽅を含む、より挑戦的な輸送
脱炭素化プログラムを実施する必要がある。加速されたケースでは、運輸における再⽣可
能エネルギーの割合は 2027 年までに 20％に上昇し、2030 年までに 29％という EU の⽬
標との差が縮まる。冷暖房に関しては、ヒートポンプの普及を加速させるためには、イン
センティブ、規制、家庭向けの低コストの融資を通じて、⾼い初期費⽤を克服し、投資を
促進する必要がある。 
 
市場介⼊は、市⺠を⾼コストから保護するものでなければならないが、新たな再⽣可能エ
ネルギー投資のビジネスケースを傷つけるものであってはならない。2022 年 10 ⽉、欧州
理事会は、発電事業者への偶発的に⽣じた利益課税を含む、エネルギー価格の⾼騰から弱
者を保護するための緊急規制を可決した。このような介⼊の背景には強い合理性があるが、
その影響は、再⽣可能エネルギー事業者の新規プロジェクトへの投資能⼒に対する潜在的
な弊害という観点から評価される必要がある。欧州で現在⾏われている市場介⼊や提案さ
れている市場介⼊（卸売市場の上限や偶発的に⽣じた利益税など）は、うまく設計されな
かったり、国間で調整されなかったりすると、再⽣可能エネルギー投資に不確実性をもた
らす可能性がある。さらに、現在進⾏中のエネルギー危機は、将来の電⼒市場設計の可能
性に関する EU 内の新たな議論にも⽕をつけた。これらの改⾰案は、原則として、市場主
導型の再⽣可能エネルギー導⼊を促進し、エネルギー安全保障を確保し、柔軟性資源への
投資を促進する可能性がある。しかし、投資家の間で意図しない不確実性が⽣じるのを避
けるため、どのような提案も、時期を明確にし、すべての関係者を巻き込んで、慎重かつ
透明性をもって準備されることが重要である。 
 

中国、⽶国、およびインドが今後 5 年間で再⽣可能エネルギー量を
倍増させ、世界成⻑の 3 分の 2 を占める 

 
中国は、⾵⼒発電と太陽光発電の補助⾦が段階的に廃⽌されるにもかかわらず成⻑が加速
するため、2022 年から 2027 年にかけて今後 5 年間世界の新規再⽣可能エネルギー発電容
量のほぼ半分が導⼊されると予測している。中国の新たな第 14 次 5 カ年計画における再
⽣可能エネルギーに関する政策ガイドラインと⽬標が、昨年の予測を 35％上⽅修正する根
拠となっている。⾮常に挑戦的な新しい再⽣可能エネルギー⽬標、市場改⾰、強⼒な省政
府の⽀援は、再⽣可能エネルギーに⻑期にわたる収益の確実性をもたらしている。中国の
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ほとんどの省では、実⽤規模の再⽣可能エネルギーは、規制された⽯炭電⼒価格よりも安
いため、急速な導⼊が進んでいる。本予測では、中国は 2030 年の⾵⼒と太陽光発電の総
発電容量の⽬標である 1,200GW を 5 年前倒しで達成する⾒込みである。 
 
⽶国では、インフレ抑制法が⾵⼒発電と太陽光発電プロジェクトに対しかつてなく⻑期的
な政策の⾒通しを確実なものにしている。2022 年 8 ⽉に成⽴したこの法律は、再⽣可能エ
ネルギーに対する税額控除を 2032 年まで延⻑するものである。さらに、50 州のうち 37

州が再⽣可能エネルギーのポートフォリオ基準と拡⼤⽬標を設定している。2027 年までに、
⽶国の⾵⼒発電と太陽光発電の年間設備容量は 2021 年の⽔準から倍増すると⾒込まれる。
⽶国は現在、⻑期的な政策⾒通しを明確にしており、残っている予測する上での不確実性
は、サプライチェーンの制約、貿易対策、送電網インフラの不⼗分さ、許認可の⻑いリー
ドタイムに関するものである。 
 
インドでは、2030 年までに太陽光発電により 500GW の⾮化⽯発電量を達成するという政
府の挑戦的⽬標の実現に向け実施される競争⼊札に後押しされ、新規導⼊量は予測期間中
に倍増するとみられる。 
 

⽶国とインドの新政策は世界の太陽光発電製造の多様化につながる 
 
インドと⽶国における太陽光発電製造への投資は、2022 年から 2027 年にかけてほぼ 250

億⽶ドルに達すると予想されており、過去 5 年間に⽐べ 7 倍の増加となっている。インド
の Production Linked Incentives（PLI）イニシアチブは、インドメーカーの投資コスト
の 80%近くのコストギャップを中国の最低コストのメーカーの採⽤で埋めるものである。
⼀⽅、⽶国では製造税額控除を完全に収益化することで、PV 製造の全分野で最廉価メー
カーと同等のコストを実現できる可能性がある。製造補助⾦に加え、輸⼊ PV 機器への関
税と現地調達による優遇策により、インドと⽶国の両国でプロジェクトを⾏う者は国内製
品を購⼊することが奨励されている。 
 
世界の太陽光発電サプライチェーンは多様化しているが、製造は中国が引き続き⼤半を占
めている。⽶国とインドで投資が拡⼤しているにもかかわらず、中国は予測期間中に 900

億⽶ドルを投資すると予想され、これは世界の他の地域を合わせた投資額の 3 倍以上とな
る。世界の製造能⼒における中国のシェアは、製造分野にもよるが、現在の 80〜95％から
75〜90％へと若⼲低下する可能性がある。さらに、各国が輸⼊を制限し、国産 PV 製品を
優遇する貿易政策を維持すれば、⽣産の地理的分散が進み、分野によっては 2027 年まで
に中国のシェアは 60〜75%へとさらに⼤幅に縮⼩する可能性がある。同時に投資計画も、
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最も楽観的な 2027 年までの予測でさえ、世界の供給が予想される PV 需要を⼤幅に上回っ
ていることを⽰している。世界需要がより急速に伸びない場合、中国の全製造分野におい
て⼯場の稼働率が現在の半分にまで低下する可能性がある。 
 

政策努⼒により、⾵⼒と太陽光発電からの⽔素製造は新たな成⻑分
野へと変わりつつある 
 
⽔素製造に特化した世界の再⽣可能エネルギー容量は、今後 5 年間で 100 倍に増加し、産
業と運輸の脱炭素化の機会となる。全⼤陸を通して 25 カ国以上で導⼊された政策と⽬標に
より、2022 年から 2027 年の間に、⽔素製造に特化した⾵⼒発電と太陽光発電の設備容量
が 50GW に達すると予想される。この拡⼤は地理的に多様で、中国が成⻑をリードし、オ
ーストラリア、チリ、⽶国がそれに続く。これら 4 つの市場を合わせると、⽔素製造に特
化した再⽣可能エネルギー容量の約 3 分の 2 を占める。⽔素専⽤の再⽣可能エネルギー⽣
産能⼒は、主要予測ではわずか 2%に過ぎないが、中東・北アフリカでは 13%、中南⽶で
は輸出機会があるため 5%と、かなり⾼いシェアを占めている。 
 

気候・エネルギー⽬標が堅調なバイオ燃料⾒通しを⽀える 
 
主要な予測では、世界のバイオ燃料総需要は 2022 年から 2027 年にかけて年間 350 億リッ
トル、つまり 22%拡⼤する。⽶国、カナダ、ブラジル、インドネシア、インドが、拡⼤す
る世界のバイオ燃料使⽤量の 80%を占める。再⽣可能ディーゼルは、主に先進国の温室効
果ガス排出削減を⽬的とした政策に牽引され、初めて世界的な拡⼤をリードすると予想さ
れる。バイオジェット燃料の需要は、本予測では 2021 年⽐ 35 倍の年間 38 億リットルと
⼤幅に拡⼤し、ジェット燃料消費量全体の 1%近くを占めるようになる。最近の⽶国の税
制優遇措置と EU の ReFuelEU ⽬標が、バイオジェット燃料の成⻑の⼤部分を後押しして
いる。⼀⽅、エタノールとバイオディーゼルの使⽤量が増加しているのは、ほとんど新興
経済国である。新興経済国は、⽯油の輸⼊を減らすと同時に、固有の資源を利⽤すること
で地域経済に利益をもたらすことを⽬指しているためである。 
 

廃棄物や残渣はバイオ燃料にとって重要な成⻑分野だが、供給不⾜
を防ぐための対策が必要 
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2027 年までに、新規バイオ燃料⽣産の 3 分の 1 が廃棄物・残渣から⽣産される⾒込みであ
る。欧州と⽶国の運輸部⾨の温室効果ガス削減政策が、廃棄物と残渣の世界的な需要増加
につながっている。⽶国のインフレ抑制法により、バイオジェットと再⽣可能ディーゼル
の予測が 20%増加している。この政策により、温室効果ガス強度の低い燃料が優遇される
ため、バイオ燃料⽣産者は廃棄物や残渣に注⽬するようになる。欧州では、既存の再⽣可
能エネルギー指令と加盟国の政策が、廃棄物や残渣を原料とするバイオ燃料に報奨⾦を与
えている。欧州におけるバイオ燃料増加の⼤半は、再⽣可能ディーゼル燃料とバイオジェ
ット燃料である。シンガポールと中国も、廃棄物や残渣を原料とする再⽣可能ディーゼル
燃料とバイオジェット燃料の⽣産を拡⼤し、欧⽶市場に供給しようとしている。過去に例
を⾒ない需要増はサプライチェーンを圧迫しているが、政府の政策と技術⾰新によってま
だ緩和される可能性がある。廃棄物および残渣油脂の需要は、2027 年までに最も容易に⼊
⼿できる供給をほぼ使い果たすと予想される。先進国では、供給の限界から、バイオディ
ーゼル、再⽣可能ディーゼル、バイオジェット⽣産者は、⼤⾖油や菜種油のような従来型
の植物油を確保する必要に迫られている。バイオ燃料⽣産専⽤の植物油供給は、予測期間
中に 17%から 23%に拡⼤する。しかし、旺盛な需要による価格上昇は、企業や政府に原料
サプライチェーンの改善、新たな供給の模索、新たな技術の開発を促すことになる。政策
と技術⾰新は、未開発の供給源を掘り起こし、技術開発を⽀援し、持続可能なバイオ燃料
⽣産のために、より広く利⽤可能な原料の使⽤を可能にすることもできる。 
 

再⽣可能エネルギーによる暖房は拡⼤しているが化⽯燃料の使⽤を
抑制するには⼗分な速さではない 
 
2022 年から 2027 年の間に、暖房⽬的の再⽣可能エネルギー消費量はほぼ 3 分の 1 増加し、
2027 年までに暖房における再⽣可能エネルギーの現在の利⽤率を 11%から 14%に引き上
げると予想されている。再⽣可能エネルギーによる暖房は、特に EU において、現在のエ
ネルギー危機によるエネルギー安全保障上の懸念に対応する政策の勢いから恩恵を受けて
いる。産業部⾨と建築部⾨の両⽅において、電⼒部⾨における再⽣可能エネルギーの割合
の上昇と、ヒートポンプを含む暖房⽤電⼒への依存度の⾼まりの組み合わせが、再⽣可能
エネルギーによる暖房の導⼊に最も⼤きく寄与している。それにもかかわらず、その開発
は、化⽯燃料ベースの暖房熱消費を抑制するには不⼗分である。 

 


